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 法制度整備支援に関する基本方針（改訂版）1 

 

平成２５年５月 

 

Ⅰ．基本的考え方 

世界各地の開発途上国に対し，立法支援や制度整備支援を行う法制度整備支

援は，良い統治（グッド・ガバナンス）に基づく開発途上国の自助努力を支援

するとともに，開発途上国が持続的成長を実現するために不可欠な基盤づくり

を支援するものである。また，法制度整備支援は「法の支配」を重視し，その

強化を国際社会に訴えてきた我が国として，将来に渡り，国際社会における名

誉ある地位を保持していくための有効なツールであり，戦略的な支援を展開し

ていく必要がある。そこで，我が国の対外援助の基本方針である政府開発援助

（ＯＤＡ）大綱，ＯＤＡ中期政策等に基づき，①自由，民主主義，基本的人権

等の普遍的価値観の共有による開発途上国への法の支配の定着，②持続的成長

のための環境整備及びグローバルなルール遵守の確保，③我が国の経験・制度

の共有，我が国との経済連携強化，地域的連携・統合の基盤整備，④日本企業

の海外展開に有効な貿易・投資環境整備や環境・安全規制の導入支援,⑤ガバナ

ンス強化を通じた我が国が実施する経済協力の実効性の向上と国際開発目標達

成への寄与といった観点から，基本法及び経済法の関連分野において積極的な

法制度整備及び運用の支援を行うこととする。我が国の法制度整備支援は，現

地に専門家を派遣して，相手国のカウンターパート機関と対話・調整を進めな

がら，我が国の経験・知見を踏まえつつも，相手国の文化や歴史，発展段階，

オーナーシップを尊重し，国の実情・ニーズに見合った法制度整備を支援して

いることに特長がある。さらに，法の起草・改正にとどまらず，法制度が適切

に運用・執行されるための基盤整備，法曹の人材育成や法学教育，運用に係る

実務面での能力強化までを視野に入れ，相手国自身による法制度の運用までを

見込んだ支援を行っているという特長もある。このような日本ならではの技術

協力は，開発途上国側の能力向上に資するとともに開発途上国と我が国の間の

関係強化にも資することが期待される。 

 

Ⅱ．法制度整備支援の実施体制 

今後も日本の法制度整備支援の特長を活かし，相手国のニーズ・案件に応じ，

専門家の派遣，学者や法律実務家，制度運用機関を中心とする国内組織からの

                                                  
1 本基本方針改訂版は，法制度整備支援関係省庁（外務省，法務省，内閣府，警察庁，金

融庁，総務省，財務省，文部科学省，農林水産省，経済産業省，国土交通省，環境省を含

む）において協議の上，策定したもの。 
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サポート，訪日研修，留学生受入，開発政策借款による相手国の制度・政策改

善，国際機関を通じた支援等の多様な手法を組み合わせ，また有機的に連携さ

せて，柔軟でバランスの良い，効果的な支援を実施する。 

支援の充実を図るには，派遣される専門家はもちろんのこと，法制度整備支

援に取り組むことに適当な人材をより多く確保することが不可欠であることか

ら，人材の活用と育成のための基盤整備を図る。さらに，具体的な支援の実施

等においては，外務省，法務省等の関係省庁の連携はもとより，政府と日本弁

護士連合会，経済団体等関係者及び大学等関係者との間の官民連携が不可欠で

あることから，引き続き，法務省・ＪＩＣＡ主催の法整備支援連絡会などの既

存の枠組みも活用しながら，具体的な官民連携による支援策についての検討を

行い，オールジャパンによる支援体制を強化していく。なお，我が国の援助リ

ソースを効果的かつ効率的に活用するためにも，他ドナーとの役割分担にも留

意し，研究機関とも連携しつつ，選択と集中による支援を実施する。 

また，現地の我が方大使館・ＪＩＣＡ事務所と現地に派遣された専門家が緊

密に連絡することを通じて，法制度整備支援の過程で形成された人脈が断絶す

ることなく，その後も現地の情報収集等に活かされるよう努める。 

 

Ⅲ．その他（支援の効果的実施のために必要な事項） 

（１）法制度整備支援に投入可能なリソースが限られる中，援助効果を高め，

戦略的に支援を行うため，今後も新規案件形成に際しては，優先順位付けをよ

り積極的に行う。なお，投資環境整備に必要な法制度整備を行うにあたっては，

技術協力による相手国の制度の構築や能力強化等に加えて，開発政策借款も有

効に活用する。具体的には，開発政策借款を既往の技術協力から得られる経験

を踏まえた政策目標の策定や法整備支援関係の調査，専門家派遣，研修等と組

み合わせた形で行うことにより，その効果の拡充を図る。 

（２）法制度整備支援の性格上，定量的な指標で成果を計ることの困難さはあ

る一方，事業成果についての説明責任が強く求められている。現地の        

ニーズや事業に対する評価をきめ細かく聴取することで，より事前・事後の評

価に意を用いる。 

 

Ⅳ．国別実施方針 

法制度整備支援の実施に当たっては，被援助国のニーズ，これまでの支援実

績，我が国にとっての外交面及び経済面での重要性，等を総合的に勘案する。

また，特に基本法分野への支援は，その国の発展に必要な基盤整備の根幹部分

であり，相手国の歴史や文化，生活習慣に深く根ざしていることから，それら

の諸点で我が国との共通性・親和性を有している国について，法体系の同質性
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なども考慮する。また，途上国のニーズに加え，我が国経済界のニーズも踏ま

えた支援国，対象分野等の選定に留意する。 

以上を踏まえた上で，当面の方針としては，インドネシア，ベトナム，ミャ

ンマー，モンゴル，カンボジア，ラオス，ウズベキスタン，バングラデシュの

８ヶ国を中心に進めていくものとする。その際，これら８ヶ国については，下

記のとおり国別の実施方針を定めることとする。なお，中国については，日本

企業の円滑な活動及び法の支配に基づいた健全なガバナンスの確立のために協

力を行っていく。 

また，今後，民主化の促進，法の支配の定着，平和構築支援，投資環境整備，

官民連携等の観点から，８ヶ国以外のネパール，東ティモールなどのアジア諸

国や，アフリカ諸国等に対しても，相手国のニーズや必要に応じて，支援の需

要を更にくみ取っていくこととする。 

 

１．インドネシア 

（１）インドネシアにおいては，貿易手続，税務，労働法，民事訴訟の簡易手

続等，民間の事業活動に関わる様々な法制度整備とその透明かつ適正な運用が

課題であるとの認識の下，我が国は，知的財産権法及び競争法に関し，適正か

つ円滑な執行のための実施ガイドラインの策定支援，人材育成等の組織強化支

援を行っている。また，司法に対する国民及び国際社会の信頼を得るとともに，

投資環境改善の上でもガバナンス改革は極めて重要であることから，国家警察

を民主的な組織としていくための国家警察支援や最高裁判所に対する調停制度

に関する制度整備等の支援も行ってきた。 

（２）これまで実施してきた，経済法整備・運用関係では，知的財産権法や競

争法に関し良好な成果を上げてきているほか，選挙支援や警察支援等のガバナ

ンス支援でも，我が国の支援が十分効果を上げつつある。また，我が国は，開

発政策借款も通じて，投資・事業環境整備に係る法制度の整備，運用の改善を

促している。一方で，今後もインドネシアの経済発展の観点のみならず，我が

国からの投資促進・日本企業保護の観点からも，関連法制度整備及び運用改善

を行う必要性は依然として高い。ただし，インドネシアの法制度整備分野は他

ドナーも多くの協力を実施しているため，我が国の援助リソースを効果的かつ

効率的に活用するためにも，他ドナーとの役割分担にも留意しつつ，選択と集

中の観点から真に必要な協力に注力して支援する必要がある。 

（３）我が国は今後，円滑な経済活動の基軸となる基本実体法令，手続法令の

改正や，必要な立法措置やガイドラインの整備・拡充が望まれている経済法整

備関連の支援，これらの法令の円滑な運用に向けた支援を重点的に検討する。

その際，情報通信等の制度整備のニーズがある場合，これに対応することも検
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討する。ガバナンス支援では，これまでの国家警察民主化支援を中心とする協

力の成果を踏まえ，市民警察活動の全国展開に向けた取組を行うとともに，健

全なガバナンスの基礎となる司法分野について，インドネシア側独自の取組と

協力ニーズを踏まえ，人材育成を中心とする更なる支援の実施に向けて，検討

を行っていく。 

 

２．ベトナム 

（１）我が国はベトナムが経済成長促進・国際競争力強化，社会・生活面の向

上と格差是正及び環境保全のそれぞれの開発課題に対応していく上での基盤と

して，健全なガバナンス体制の確立が必要であるとの認識の下，民法，民事訴

訟法等，各種法律の制定への支援や，金融，中小企業，投資環境整備等に関す

る政策的な助言，競争法，消費者保護法，知的財産権，通関，基準認証等の法

令の執行にあたる人材育成への支援等の経済法分野の支援を行っている。近年，

基本法分野では，ベトナムの課題の変遷に合わせて，起草支援に加え，法の適

正な運用の確保という観点から司法制度の整備及び地方も含めた法曹・法律職

等の人材の育成への支援面を強化し，高い評価を得ている。 

（２）ベトナムでは法令の制定及び執行・運用における改善という課題がある。

この面での改善は，同国における法の支配に基づいた健全なガバナンスの確立

のために必要であり，また，我が国企業の活動の円滑化のためにも資すること

になる。 

（３）ベトナムへの法整備支援の特徴としては，技術協力を中心とした上記取

組について，日越官民対話の枠組みである「日越共同イニシアティブ」を含む

多様なスキームを活用し，法令の制定及び執行・運用面の改善を促進している

点が挙げられる。 

（４）今後，ベトナム自身が定めている法制度整備戦略及び司法改革戦略との

整合性に留意しつつ，法律の運用面での能力向上を図るため，人材育成等を通

じた立法能力の強化及び法律の実施体制強化支援（裁判所，検察院，行政府（地

方を含む）の能力強化，弁護士会の組織強化等）を継続する。経済法関連分野

では，税関，税務，税制，競争法，金融，知的財産法，基準認証分野で，関係

部局の職員の能力向上に関する支援を継続する。また，投資環境の改善，公共

事業等の円滑な実施を図るため，投資促進政策・施策を担当する部局，公共調

達部局への助言を行うとともに，近年市場経済化の進展に伴ってニーズが高ま

っている，消費者保護分野，ＰＰＰ（官民連携），環境・省エネ関連の制度整備

について支援の検討を進める。 

 

３．ミャンマー 
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（１）ミャンマーでは，2011 年の新政権発足後，民主化推進，市場経済化の促

進を表明し，政治，経済，社会開発のそれぞれの分野において加速度的に改革

を推進している。こうした動きを更に進める前提として，ミャンマーにおいて

は，法の支配の確立やガバナンスの向上，また市場経済に合致した法令の整備，

法令の抵触・オーバーラップの解消及び法令の公布・公表によって，投資やビ

ジネスを展開する上での透明性や予測可能性を向上していくことが喫緊の課題

となっている。 

（２）我が国は，ミャンマーの民主化と社会・経済改革を後押しするため，そ

の基盤づくりに資する法制度整備支援を一層強化していく。それに際しては，

ミャンマーが直面する喫緊の課題であり，かつ我が国企業の経済活動基盤整備

にも資する民商事法，金融，税関行政を含む経済法分野等を端緒としつつ，関

係行政機関や司法機関における起草能力強化・人材育成をも視野に入れた支援

を行うことを基本とする。更に，今後同国政府に優先度を確認していく必要が

あるが，基準認証，投資環境整備，知的財産権，公共事業等の円滑な実施に資

する法整備などのニーズは高いものと考えられるため，これら支援の可能性も

検討する。また，ミャンマー側のニーズや支援の実績から得られた教訓を踏ま

えつつ，ガバナンス強化を始めとする法・司法分野における包括的な支援を実

施し，ミャンマーにおける「法の支配」の確立を目指すと共に，自由や民主主

義の定着のため早急に必要とされる協力についても検討する。 

 

４．モンゴル 

（１）我が国はモンゴル政府の市場経済に関する制度整備・人材育成に対する

支援として，調停制度の整備，税制の整備や徴税能力の強化，行財政管理能力，

政策立案能力の向上に関する支援を実施し，高い評価を得ている。 

（２）同国では，市場経済化の進展や国際的な経済活動の活性化の一方で，外

国企業に不利な法令解釈や判断が行われる等の問題も指摘されており，市民や

企業の権利の保障や紛争解決手段の多様化に資する法・司法制度及び関連機関

の機能強化や人材育成が課題となっている。 

（３）これまでの我が国の支援により，調停法が成立したことを受け，今後，

法曹人材の育成や法制度が機能的に運用されるための継続的な支援を行い，調

停制度の全国導入への協力の実施などを進めていく。 

 

５．カンボジア 

（１）我が国は，カンボジア政府が進める諸改革の成功に向けた支援として，

税関，税制，税務等に関する協力の実施に加え，民法・民事訴訟法の起草・成

立支援や，裁判官・検察官養成校における組織的な学校運営・法教育のノウハ
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ウ移転といった人材育成支援を行ってきた。また，弁護士の人材育成について

も様々な研修プログラムの活用を通して協力してきた。 

（２）これまでの協力を通じて，民法，民事訴訟法及びその関連法令が成立す

るなど，重要な成果を上げているが，今後はその適切な運用の確保など，民事

分野における支援のニーズは依然として存在することから，今後も継続的に支

援を実施していく必要がある。また，各省庁が起草する法令間の整合性を保つ

ための，政府内部での調整機能の強化が必要である。 

（３）我が国は，引き続き民事分野に焦点を当て，日本が支援したカンボジア

の新しい民法・民事訴訟法の運用を支える法曹，司法職員，大学講師等の中核

となる人材の育成，実務教育の更なる一層の充実や，司法関係機関の組織強化

等への更なる支援を行っていく。また，法令執行の観点から，税務行政，税関

行政における近代化へ向けた支援，ステークホルダーとの対話を継続していく。 

 

６．ラオス 

（１）我が国はラオスの健全な経済発展，ＡＳＥＡＮが進める地域経済統合・

連結性の強化，域内の格差是正を図っていく観点から，法制度整備のための基

盤づくり・人材育成，司法制度の強化等，法制度の信頼向上に向け，民法典起

草や人材育成支援などを行ってきた。 

（２）これまでの協力を通じて，民法典起草が進んでいるほか，ラオスの司法

関係機関及び大学等の法教育・研究機関の人材が着実に育成されてきている。 

（３）今後，我が国は，司法関係機関及び大学等の法教育・研究機関の人材育

成の更なる強化及び実務の改善を目指すとともに，ラオスへ進出している日系

企業からのニーズが高いラオスの投資環境整備に関する法制度整備への支援を，

ラオス政府の援助受入態勢を勘案しつつ検討する。また，法令執行に関しては

税関行政についての協力を継続していく。 

 

７．ウズベキスタン 

（１）我が国は，ウズベキスタンが着実に経済・社会改革を実施し，長期的に

は民主化を達成するよう，経済構造改革に伴う困難を緩和する援助，持続的経

済成長の基盤作りへの支援に努めており，国別援助方針においても，「市場経済

化の促進と経済・産業振興のための人材育成・制度構築支援」を援助重点分野

の一つとしている。 

（２）ウズベキスタンでは，各種法令間の不整合や法解釈の不統一等により法

令の円滑な執行・運用が行われないという課題がある。民間セクターの発展や

貿易，外国投資の円滑化などに必要なビジネス環境の整備を主な目的として，

法制度，税務，人材育成等の支援を行っていく。 
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（３）今後は，行政手続法令の改正，法令データベースの整備，倒産法注釈書

の作成等に関するこれまでの我が国の協力の成果と教訓を踏まえ，我が国の協

力が具体的な成果につながる分野を慎重に見極めつつ協力の実施を検討すると

ともに，引き続き法令の適切な運用のための人材育成についても支援の可能性

を検討する。 

 

８．バングラデシュ 

（１）我が国は，バングラデシュについて，持続可能かつ包摂的な経済成長の

加速化と貧困からの脱却という開発課題に取り組んでいく上での基盤として，

健全なガバナンス体制の確立が必要であるとの認識の下，政府機能の強化や行

政サービスの向上等のための支援を行ってきているほか，その他の様々な分野

においても行政能力の向上に留意して支援を実施している。 

（２）バングラデシュは近年新たな生産拠点として，また巨大な市場として継

続的な経済成長を遂げており，日本企業の進出も拡大しつつある。一方で，バ

ングラデシュでは，投資にあたっての手続面，法制度面等が日系企業の投資拡

大の阻害要因になっているという指摘もあり，この面での改善は，同国におけ

る法の支配に基づいた健全なガバナンスの確立のために必要であるとともに，

我が国企業の活動の円滑化にも資することになる。 

（３）これまでバングラデシュに対して，法制度整備支援という観点からは，

行政能力強化を中心に支援を実施してきているが，今後は経済法等の分野にお

ける支援についても検討を行っていく。 

 

（外務省ホームページより抜粋） 
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法整備支援活動年表（法務総合研究
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 市場経済整備の必要性

 競争原理に対する企業・国民の低い理解

 競争当局の低い執行能力

公正取引委員会の協力を得て以下を中心に実施

• 競争法の改正/下位法令改訂

• 競争当局による審査・執行能力の向上

• 企業・国民に対するアドボカシー活動推進

• 公正取引委員会との経験共有

 ベトナム「競争法改正、施行能力強化支援プロジェクト」（実施中）

 インドネシア「競争政策プロジェクト」（フェーズ１，２）（終了）

 フィリピン「包括的国家競争政策のための能力向上プロジェクト」（フェーズ１，２）（実施中）

 中国「独禁法立法及び執行プロジェクト」（実施中）

新興国の現状

支援内容

JICAプロジェクト

（２）公正な競争環境整備への支援

5

（１）基礎法令の起草、法執行実務改善、
司法アクセス改善の支援

■法運用組織の機能強化と実務改善

法執行機関や紛争解決機関の機能改善支援等を実施

4

■司法アクセス改善支援
・市民による法律・司法制度

へのアクセスを可能とする

・市民の法律知識向上のため
の情報普及など

【事例３：モンゴル】
調停制度の導入・普及を支援

【事例１：ネパール】
裁判所の事件管理改善を支援

【事例２：ラオス】

法学教育・研修・実務の改善の
ための基礎的能力向上支援

起草、司法実務・アクセス改善支援の主な実績

【事例１：カンボジア】

市民の法律サービス窓口としての弁護
士会機能強化を支援

【事例３：ウズベキスタン】
法令データベース構築支援

【事例２：ベトナム】

弁護士過疎対策や社会的弱者支援へ
の弁護士会の対応能力強化を支援

■起草を支援した主な法令

【事例４：中国】
民事訴訟法 など

【事例３：ウズベキスタン】
行政手続法 など

【事例１：ベトナム】
民法、民事訴訟法、など

【事例２：カンボジア】
民法、民事訴訟法 など

【事例５：ネパール】
民法 など

ビジネス環境整備と
法整備支援の取組

（１） 基礎法令の起草、法運用実務改善、
司法アクセス改善の支援

（２） 公正な競争環境整備への支援
（３） 投資環境・投資法制整備への支援
（４） 租税・関税法整備への支援
（５） 知的財産権保護強化への支援
（６） これまでの支援の成果・特徴

国の重点政策としての法整備支援

法制度整備支援に関する基本方針（改訂）：平成２５年５月改訂

2

■法制度整備支援の基本的な考え方：

良い統治（グッド・ガバナンス）に基づく開発途上国の自助努力を支援するとともに，開発途上国が持続的成長を実現
するために不可欠な基盤づくりを支援する

■重点対象８カ国
インドネシア、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、

カンボジア、ラオス、ウズベキスタン、バングラデシュ

自由，民主主義等の
普遍的価値観の共
有による法の支配の
定着

持続的成長のため
の環境整備及びグ
ローバルなルール
遵守の確保

日本の経験・制度の
共有，日本との経済
連携強化，地域的連
携・統合の基盤整備

日本企業の海外展開
に有効な貿易・投資
環境整備や環境・安
全規制の導入支援

ガバナンス強化を通じ
た日本の経済協力の
実効性向上と国際開
発目標達成への寄与

■対象分野：

基本法及び経済法の関連分野において積極的な
法制度整備及び運用を支援

日本再興戦略 ‐JAPAN is BACK‐
■海外市場獲得のための戦略的取組
東アジア・アセアンにおいて、道路・電力網等のインフラ強靱
化とともに、法制度整備の支援、知財保護強化等を進める。

■アジアの金融インフラ整備支援
「中堅・中小企業等の海外活動に対する円滑な資金供給の確
保等のため、アジア諸国に対し金融インフラ（法制度や決済シ
ステム等）整備の技術支援を促進する。」

経済財政運営と改革の基本方針
～脱デフレ・経済再生～

■グローバル化を活かした成長（国際戦略）
「我が国が強みを持つ分野での法制度を含む制度
整備支援等を活用した海外への投融資の拡大、産
業・物流拠点の整備・利便性の向上を図る。」

法整備支援が目指すもの：
グッドガバナンスと経済成長

■グッドガバナンス

1

■ビジネス環境整備、経済成長

【課題１】国際的な貿易・投資ルールへの対応能力強化

【課題２】貿易関連政策・制度の策定

【課題３】貿易円滑化支援 （税関分野協力）

【課題４】投資関連政策・制度の策定

【課題５】産業人材育成事業

【課題１】基準認証制度整備

【課題２】統計制度整備

【課題３】金融制度整備支援

【課題１】・基本的なルールの整備（民法・民訴法・民事執行法・行政法等）

・経済分野のルールの整備（企業法、投資法、知財法、独禁法等）

【課題２】法運用組織機能強化（司法省、裁判所、商業省、投資省、知財庁、公取委等）

【課題３】リーガル・エンパワーメント／ルール及びシステムへのアクセス

（弁護士会機能強化,ADR支援,法律扶助制度支援等）

【課題４】人材育成

「法整備」の土台の上に・・・

③経済基盤整備支援②貿易・投資促進

①「法整備」支援

途上国のビジネス環境の包括的な改善

JICA
■「我が国経済界のニーズ／国内リソー
ス」と「途上国」のインターフェイス

■法整備支援を含む投資環境改善支援
を包括的にデザイン＆実行

政府等

経済団体

企業

途上国
（ミャンマー等）

Win‐Win
■日本：

途上国の成長力の取込み
■途上国：

開発プロセスの促進

法整備支援は、発展途上国における「法の支配」
そしてグッド・ガバナンスの確立を目指すもの

「法の支配」の内容には、民主的なプロセスに基づ
いた明確なルールの制定や、透明性の高い法令の
運用システムの構築が含まれる

0

ビジネス環境整備と
法整備支援の取組

2014年1月24日

JICA産業開発・公共政策部

ガバナンスグループ

富澤 隆一

第15回 法整備支援連絡会
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（６）これまでの支援の成果・特徴

• 本邦企業・現地日本商工会との連携を行いつつ、
貿易・投資環境整備に向けて、主にオペレーショ
ンの視点から政策立案、制度整備、行政実務改
善、人材育成に協力。

• ＩＣＴ技術を活用したシステムの構築にも協力。

• 1990年代半ばから民事法分野を始めとして、行政
法、民事・刑事手続法などの分野で起草支援を実
施。

• 経済法分野においても、これまで民事法等の起草
支援で得た知見を活かし、法令の整備に今後より
一層意識して協力する。

11

知的財産権制度
の知識向上

•知的財産に関す
る行政官の知識
を向上。

知的財産権制度
の整備支援

•法制度に基づく
規則の整備改
正、知的財産庁
の体制整備等

審査能力の強化

•特許、商標等の
審査官の能力
向上。

•庁内の事務手
続電子化等。

知財の活用促進

•大学や研究機
関等における
知的財産権の
活用支援。

執行・取締能力
強化

•模倣品取締
（税関、警察
等）強化、公衆
への普及啓
発。

協力アプローチ

東南アジアを中心に知的財産権の適切な審査・執行能力の向上を図り、現地ビジネス環境を整備
し、開発途上国の産業振興と共に、日系企業の事業海外展開にも資する協力を推進。

今後の方向性

＜全世界＞
国際知的財産権研修

1. 知的財産概論・新し
い動向

2. 侵害品取締対策・紛
争解決制度

3. 知財の活用と創造・
技術開発支援

＜インドネシア＞
知的財産権保護強化プロジェクト

1. 知的財産権の審査官の能力向上

2. 知的財産権に関する執行機関の
能力向上

3. 大学等の知財活用の促進支援

＜ベトナム＞

知的財産権の保護及び執行強化プロ
ジェクト

1. 知的財産権に関する執行機関の人材
育成支援

2. 知的財産権に関する執行機関間の連
携強化

3. 国民への知的財産に関する普及啓発
活動の支援

（５）知的財産権保護強化への支援

10

（５）知的財産権保護強化への支援

概要

• 経済発展の推進力となる新たな技術、創作を保護し、活用を促進する知的財産権制度の
構築運用を支援。

• 知的財産権制度の整備は、当該国の投資環境整備ともなり、開発途上国にとって外国直
接投資の促進としても機能。

• 我が国にとっても、諸外国に出回る日系企業の技術・製品等の模倣品による被害に対処
するため、各国での知的財産権制度の構築、運用支援は重要課題。

■プロジェクト、専門家■
主に東南アジア

インドネシア、タイ、
マレーシア、フィリピン、

ベトナム、中国

■本邦研修■
全世界

東南アジア、南アジア、
東・中央アジア、中南米、
アフリカ、中東、欧州

協力国
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日本・中国の特許出願件数

中国

日本

0
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ASEAN5カ国合計の特許出願件数

（インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム）

ASEAN5
カ国計

※WIPO Statistics databaseを基に作成

9

（４）租税・関税法整備への支援

公共財政管理強化（特に歳入面）及びビジネス環境整備の観点
から、既存の税法・関税法に沿った適切な執行のための能力向
上に注力。

8

税関分野での主な協力実績

税務分野での主な協力実績

・国際標準に沿った税関分類、税関評価のための人材育成
（アジア、アフリカ各国）

・税関リスクマネジメントの導入（メコン地域他）

・税関システム導入（ベトナム）

・AEO制度や事前教示制度の導入（マレーシア、タイ）

・ワン・ストップ・ボーダー・ポスト導入支援（アフリカ地
域、TICAD Vにおける重点政策課題）

主にアジア地域を対象に支援

・税務調査能力向上支援

・納税者サービス改善支援

・税理士制度強化支援

・国際課税にかかる人材育成

WCO及びWTOへの加盟、HS条約に基づく関税
率表、 WTO関税評価の採用、事前教示の実施、

事後調査制度の導入、通関所要時間調査の実
施、改正京都規約の批准等

リスク管理制度の導入、
コンプライアンス制度の導入、
電子的な通関システムの導入、

効率的な国境管理

第1ステージ

（基礎的用件）

第2ステージ

第3ステージ

最終目標

ACH構想

AEO制度の導入と相互承認
シングルウィンドウの構築
と国際的なシステム連携

「アジア・カーゴ・ハイウェイ（ACH）構想」

アジアと日本の間にシームレスな物流の実現を

目指すものとして、2011年に我が国が提唱

JICAはこういった政策枠組みに基づき税関分野支援を展開

ﾓﾝｺﾞﾙ国 外国直接投資のための
ｷｬﾊﾟｼﾃｨ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2010-2013)

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ国投資促進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2012-2014)

ﾗｵｽ国投資促進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2011-2013)

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国投資促進政策ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ (2011-2013)

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ投資環境改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2013-2015)

アジア・大洋州における主な投資促進支援 （2013年度）

⇒TICAD５も受け、今後はアフリカにも積極展開の予定

個別専門家

技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ国投資環境整備ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2012-2014)

ﾍﾞﾄﾅﾑ国ﾊｲﾌｫﾝにおけるﾋﾞｼﾞﾈｽ投資環境
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(2012-2013)
ﾍﾞﾄﾅﾑ国投資環境整備ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2012-2014)ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ国産業政策ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

(2013-2015)

パキスタン投資環境整備
アドバイザー(2013-2015)

ﾍﾞﾄﾅﾑ計画投資省中小企業支援機能強化 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
専門家（2011-2014）

ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ投資促進ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
(2012-2014)

MYANMER

（３）投資環境・投資法制整備への支援

7

（３）投資環境・投資法制整備への支援

投資政策・法制度整備・改善

投資環境整備・改善

J
I
C
A
に
よ
る
支
援

6

能力強化(技術協力）

関連インフラ整備(資金協力）

法制度整備・政策提言
途上国の良質な
海外直接投資の
増加による経済
発展

迅速かつ透明性の高い
投資手続き

効果的な投資プロモーション
（情報整備・提供）

投資ガイドブック、投資セミナー、
ウェブページ

ビジネス環境整備・改善

産業人材の育成

日系企業にとって
海外進出先の促
進、新たな進出先
の確保

経済インフラの整備

カンボジア投資ガイドブック
（技術協力）

シアヌークビル港SEZ
（円借款）

カンボジア投資セミナー

投資環境整備に対する支援アプローチ

6
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ご清聴ありがとうございました

「JICA法整備支援ポータルサイト」を開設しました。どう
ぞご活用ください。

（以下のページの「法整備支援ポータルサイトはこちらか
らお入り下さい」をクリック。）

http://www.jica.go.jp/activities/issues/governance/index.ht
ml

15

（２）民間団体・企業との連携の強化

• ビジネス環境整備においては、民間企業（利用
者）の視点を踏まえた協力が重要。

• 民間企業の視点や知見を、法整備支援において
も活用していく。

官民合同の対話枠組（日インドネシア経済合同
フォーラム、日越共同イニシアティブ、日本ミャ
ンマー共同イニシアチブなど）やJETRO、経団
連、各国日本商工会との一層の連携強化

民間コンサルタント会社、法律事務所の知見の積
極的な活用

14

（１）戦略的支援の実施による成果の拡大

（ミャンマーの例）

13

●ヤンゴン・ティラワ地域開発構
想

●交通・通信網の整備

●エネルギー

●市場経済化支援
－経済改革支援（技協）
－経済特区（ＳＥＺ）開発政策支援（技協）
－通関・税関近代化（技協）
－通関電子化を通じた税関改革・近代化計

画（無償・技協）（調査中）
－証券監督能力強化（技協）
－中央銀行業務ＩＣＴシステム整備（無償）
－知的財産庁設立支援（技協）（調査中）

●民主化支援
－地方自治研修（技協）
－法制度整備・法曹人材育成支援（技協）

●産業技術者育成・制度整備

●教育支援

●ＪＩＣＡボランティア事業

●農業・農村開発

●少数民族地域への支援

●防災

●医療・保健

●地方開発・貧困削減

Ⅰ. 国民の生活向上のための支援
（少数民族や貧困層支援、

農業開発、地域の開発を含む）

Ⅱ. 経済・社会を支える人材の能力向上や
制度の整備のための支援

（民主化推進のための支援を含む）

Ⅲ. 持続的経済成長のために
必要なインフラや制度の

整備等の支援

経
済
協
力
方
針

具
体
的
協
力
の
進
捗
（例
）

新たな取組と今後の課題

（１） 戦略的支援の実施（プログラム化など）に
よる成果の拡大

（２） 民間団体・企業との連携の強化
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Ⅱ

法

構
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tru
c
tu

re

Legal Pluralism
法多元主義

Rule of law
法の支配

相互補完

mutual complementation

＜

＞
confrontation

対立

Ⅰ

法

構

造L
e
g
a
l S

tru
c
tu

re

Legal Pluralism
法多元主義

強大

Strong, Big

＞

弱小

Weak, 
small

Rule of law
法の支配

D) 制度比較：共時的制度配置の比較

E) 経路依存性：通時的制度配置の分析

F) 「法プルラリズム」（含：ソビエト法）と「法の支配」

1. ウズベキスタンの経験→理論化
A) プロセス・変化・進化

B) 制度： フォーマル・ルールとインフォーマル・ルール

C) 病理のトライアングルの悪循環

法ニヒリズム

インフォーマル・
ルールの支配

法の失敗

法整備支援と
「法の学識者」の形成

名古屋大学
法政国際教育協力研究センター(CALE)

市橋 克哉
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②独立後

→ウズベク人等イスラム系の法曹＋官僚の帰国

⇔旧研究者層（うすい）

法曹・官僚が大学へ

研究者に転身（空白を埋める）

＋

若手の養成（BUT留学帰国組は少ない）

ウズベク化・男性化の進行

（外国語× 外国法× ソ連法△）

4. 制度変化の担い手（人材）

a.ウズベキスタン

法の学識者（学者＋法曹＋官僚）

①ソ連時代：

ロシア人等スラブ系とユダヤ系／ウズベク族：少数

②独立（1991年）：

ロシア人・ユダヤ人国外へ（第一の解体）

＜初期条件＞

3. 教訓

ドナー
（JICA）

レシピエント
（司法省）

改革派官僚
（カニャーゾフ）

WG

改革派学者
（ハメードフグループ）

解体・再編
（法科大、全国の法学部）

×
左遷

＋ 中核

＋

行政手続法×

中小企業家権利保護法
コンメンタール

許可法制定○ (2013年）
BUT 告知・聴聞×

解説書作成
（日本の聴聞制度の紹介）

下院 → 上院

○ ×

2. ウズベキスタン行政法支援（JICA)
A プロセス・変化・進化 → ○

B 制度：
フォーマル・ルール
インフォーマル・

ルール

→
→

内容:告知・聴聞/理由の提示
形式:行政規則

C 病理のトライアングル
の悪循環

→ 拒絶反応の緩和
悪循環の遮断

D 制度比較 → 行政の自己拘束（制御）

E 経路依存性 → 「古い制度」と「新しい制度」
との接合
（対立・補完・浸透）

F 「法プルラリズム」と
「法の支配」

weak
（弱）

strong
（強）

weak（弱）

strong（強）

（Ⅱ）

（Ⅲ）

（Ⅰ）

weak（弱）× weak（弱）

秩序が成り立たない

Without order

strong（強）× strong（強）

秩序が壊れてしまう

Without order

legal pluralism
法多元主義

rule of law
法の支配

Spiral change
らせん状の変化

Spiral change
らせん状の変化
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ご清聴ありがとうございました。

c.中国・インドネシア

• 参考

• 法の学識者形成の失敗例

発達（開発）の最近接領域（ZPD)

みんなとなら、
できる。

ZPD

ひとりで
できる。

b. グルジア・リトアニア

・同一の初期条件

②独立後

基幹民族化

法曹・官僚の研究者転身・留学

若手の養成・留学

←大学と援助機関の支援

（外国語◎、外国法◎（EU法、ドイツ法）、ソ連法△）

「発達（開発）の最近接領域（ZPD)」

②独立後 ③2013年以降

ソビエト法

⇒

ソビエト法

制度
概念
体系

制度
存続 概念

体系

法イデオロギー 消滅

③第3段階(2013年以降）

法学部の統廃合（第2の解体）

＝法学者のPurge

→再度、法曹・官僚・若手（留学組）が転入

BUT

「猿の惑星」…？

法の学識者の形成 失敗
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2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 6

４．ビジネスと人権

 日本企業の新興国・開発途上国への事業進出の活発化→これまで先進国で

は問題として意識されてこなかった社会・環境要因が事業上のリスクとして浮
上。たとえば、自社でCSRを重視しても、取引先または下請の人権侵害に
よって批判を受ける事態が発生。

 現地の人権保障等に関係する法規（労働、環境規制、安全基準、土地収用
等）が未整備と執行性の弱さ→国内法規と国際基準のギャップが人権侵害
の温床。（進出先の法律を遵守するだけではリスクを回避できない！）

 「ビジネスと人権に関する国連指導原則（ラギー・フレームワーク）」（2011年
国連人権理事会採択）

 競争力を維持し高めるためにCSRが必要とされる日本企業が、どのように人

権尊重を企業活動のなかに取り込むべきか、そしてそれを日本政府としてど
のようにサポートしていくのか検討が必要。

 関係研究者：山田美和、小林昌之

2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 5

３．人の移動の法制度(Labour
Migration and Human Trafficking)
グローバリゼーションのもとで拡大する人の移動にかんし、二国間に構築され

ている労働移動の制度に着目し、単純労働者の送受入、高度技術者の人材獲
得、人身取引を含め、移民政策にかんする複数の観点から、中国、インドネシア、
フィリピン、タイ、ベトナムおよびカンボジアの各国法制度を分析しながら、東ア
ジアにおける人の移動の法制度および法政策の共通基盤構築の課題を検討。

また人の移動の最悪の形態である人身取引が、安全保障および人権保障の
観点から、そして健全な経済社会発展のためにその撲滅および防止が求められ
ています。現在国際的アジェンダとなった人身取引問題という事象を、法学、経
済学、政治学など複数のアプローチから包括的かつ多角的に分析。

 関係研究者：山田美和 今泉慎也 小林昌之 石塚二葉 知花いづみ 他

 成果：山田編『東アジアにおける人の移動の法制度』（アジア経済研究所、
2014年3月出版予定）。

2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 4

２．障害と法

 アジア諸国は障害者権利条約の成立に前向きに取り組むほか、条約との整
合性が保つため国内の障害者立法の整備を進める。

 アジアその他開発途上地域の障害者法研究の課題
 開発途上国・地域における障害者の実態把握。

 障害者立法が非差別原則、合理的配慮、法の下の平等など条約の諸原
則と合致するのか（現地の状況を考慮が必要）

 障害者の権利実現の法的課題、権利実現をとおした貧困解消や生活水
準の向上などの理論・実証研究。

 障害者立法の裁判規範性、執行、権利救済制度とその運用等

関係研究者：小林昌之、森壮也（経済学）
これまでの成果：小林編 『アジア諸国の障害者法：法的権利の確立と課題』

（アジア経済研究所、2010年）。

2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 3

１．司法制度／アジアにおける「司法化」

 司法制度・司法改革に関する研究→司法の影響を加味する必要

 多くのアジア諸国において政治過程や政策形成に司法が大きく影響を与える
ことが顕著（司法化judicialization）。←民主化や経済発展等を契機に｢法の
支配｣が重視。｢司法の独立｣の強化、司法の権限拡大。
 大陸法型の憲法裁判所：韓国、台湾、タイ、インドネシア等。

 民主化等を契機に英米法系の国でも最高裁等の判断が大きな影響：
フィリピン、香港、パキスタン

 司法化に対する政治の側からの反発も。たとえば、フィリピン、スリランカでは
最高裁長官弾劾が成立→民主化後に強化されたはずの「司法の独立」の再
検討が必要。

関係研究者：今泉慎也、知花いづみ、佐藤創ほか

関係成果：佐藤編『パキスタン政治の混迷と司法：軍事政権の終焉と民政復
活における司法部のプレゼンスをめぐって』（アジア経済研究所、2010年）

最近の主な研究領域

 1960年創設（特殊法人）。1998年7月に日本貿易振興会（ジェトロ）と統合。
1999年に千葉県幕張に移転。2003年に独立行政法人に移行。

 アジアを中心に、中東、アフリカ、ラテンアメリカその他開発途上国・地域の貿
易の拡大と経済協力の促進に寄与する基礎的かつ総合的な調査研究を行う
国の研究機関。我が国の通商政策・経済協力の基盤となる研究を実施。

 ①地域研究（＝現地に軸足をおいた開発途上国・地域の動向と構造の分析）
②開発研究（＝最先端の理論を踏まえた計量的実証分析に基づく）の両軸。

 研究者数120名（担当：アジア60％、中東・アフリカ・ラ米22％、その他18％）。
外国人研究者7人を含む。

2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 2

アジア経済研究所の概要

アジア経済研究所における開発途上国法制研究

 投資制度調査（1965年～）に始まる。

 ｢法と開発｣論を軸とする開発途上国・地域の総合的な法制度研究へ展開。

 現在の関係研究者6名（担当国：中国、フィリピン、タイ、ミャンマー、インド、
国際法）。OB4人。

 ジェトロにおける投資・法制情報も参照（http://www.jetro.go.jp)
2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 1

アジア経済研究所における
開発途上国法研究について

日本貿易振興機構アジア経済研究所

研究企画課 今泉慎也

shinya_imaizumi@ide.go.jp

2014年1月24日 法整備支援連絡会議
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2014/5/27 （C） IDE-JETRO All rights reserved. 7

アジア法学会の活動について

 2003年創設。アジアの法制度に関心のある研究者、実務家で組織。
 2013年は10周年を記念して、｢イスラーム法｣をテーマに国際シンポジウムを

開催。2014年は「モンゴル法」を年間テーマに6月（名古屋）、11月（福岡）で
研究大会を開催の予定。

 学会誌『アジア法研究』を毎年発行。10周年記念シンポ成果は出版予定。
 『法律時報』学会回顧の｢アジア法｣は主としてアジア法学会会員が担当。
 連絡先 事務局メール panda@asianlaw.info
 事務局長 今泉慎也

法整備支援とアジア法研究との関係について

 法整備支援はアジア法研究の強力な推進力（体制移行諸国が主たる対象）。
開発法学の精緻化。→しかしながら、支援対象となっていない国・地域の法
の動きのフォローが後手に？

 アジア等に専門的知識を有する法学者・実務家は近年大きく拡大。研究者は
まだ北東アジア重視？。→研究者減少のなかでどう研究を奨励していくのか。

 日本の地域研究者（法学以外）の層の厚さ。多分野の研究成果を活用してい
くことが必要。（参考文献）アジ研ワールドトレンド特集：「法と開発」研究─途上国問題への新たな学問的貢献

http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Periodicals/W_trend/200708.html
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途上国人材育成－概要－

セミナー、ワーク
ショップの開催

目的に応じた海外及び国内でのワークショップ等の開催、また、
過去の招へい研修生に対するフォローアップのためのセミナー
等の開催

研修生受入 知的財産権に携わる者の育成を目的に長期・短期招へい型研
修を国内で実施

専門家派遣 各途上国の制度・運用改善のニーズにあわせた長期・短期専
門家の海外派遣を実施

近代化（情報化）支援
途上国知的財産権庁の近代化を目的として、法制度の改善を
含む業務・システム運用の向上のため協力を実施

5

WIPOジャパン・ファンド及びJICAスキーム等のODA予算、並びに特許庁独自の予算を
効率的に活用し、アジア太平洋地域を中心とする途上国の政府及び非政府の知財関
係者に対し、以下の支援事業を展開。2008年度からアフリカ諸国へ支援を拡大。

①迅速な知的財産権の保護の確保

②手続の簡素化・透明性向上

④エンフォースメントの強化

・日本国特許庁を修正実体審査の対象化 （シンガポール）
・日本の審査結果の提出による早期審査 （インドネシア、マレーシア、タイ）
・優先審査制度の導入 （マレーシア、ベトナム）

・公証義務の原則禁止（インドネシア、フィリピン、ベトナム）
・特許出願日から１８月後の出願公開制度の導入 （マレーシア）
・優先権証明書の翻訳文認証手続の簡素化（インドネシア、フィリピン） ・・・ 等

・刑事罰対象権利の拡大（TRIPS：商標・著作権→ 知財全般）（インドネシア、フィリピン、タイ）
・税関差止め対象権利の拡大（TRIPS協定：商標・著作権→特許・実用新案、意匠を追加
（フィリピン）

・輸出品の税関差止め対象化 （TRIPS協定：輸入品→輸出品を追加（インドネシア） ・・・等

アジア各国との経済連携協定による主な成果

③知的財産権の保護水準の向上

・外国周知商標制度の保護（インドネシア、マレーシア、タイ）
・部分意匠制度の導入（インドネシア）
・意匠権効力範囲を「類似」まで拡大（インドネシア） ・・・等

4

アジア地域における知財制度・運用の主な課題と対応

○手続の簡素化

○審査基準の調和 ○条約への加盟

○権利範囲の拡充

○審査の迅速化
及び質の向上

○手続の透明化

○取締規定の強化 ○保護範囲の拡充
○模倣品取締強化

○出願・権利情報
の公開

制度面 運用面

EPA交渉等を通じた働きかけ 人材育成・情報化支援

権
利
取
得

権
利
行
使

審
査
協
力

模
倣
品
対
策

○消費者の啓発

3

アジア地域における条約加盟状況・法整備状況

○○○○○○○○意匠法

○○○○○○○○商標法

○○○○×○○実用新案法

○○○○○○○○特許法

国
内
法

×○○×○×○○
マドプロ
（注５）

○○○○○○○○WTO/TRIPS
（注４）

○○○○○○○○PCT
（注３）

○○○○○○○○パリ条約
（注２）

○○○○○○○○WIPO
（注１）

ラオス
マレーシ

アベトナムフィリピンタイ
シンガポ
ール

インドネ
シア

インド中国

国
際
条
約

（注１） ＷＩＰＯ：世界知的所有権機関。全世界的な知的財産権の保護を促進することを目的とする国際連合の専門機関。

（注２）工業所有権の保護に関するパリ条約：内国民待遇の原則、優先権制度、各国工業所有権独立の原則などについて定めている。

（注３） 特許協力条約（PCT）：特許の国際出願について定める国際条約。簡易な手続きで加盟国すべての国に同時に出願したことと同じ効果を
与える出願制度。

（注４）知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS）：知的財産権全般（著作権、商標、地理的表示、意匠、特許、集積回路配置、非開示
情報）の保護する協定。

（注５） マドリッド協定議定書（マドプロ）：商標の国際登録について定める国際条約。簡易な手段で加盟国において商標の保護を受けることを可
能とする。

2

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

カンボジ
ア

××

×

×

知的財産推進計画２０１３

1

知的財産政策に関する基本方針

○産業競争力強化のためのグローバル知財システムの構築

アジアを始めとする新興国の知財システムの構築を積極的に支援し、我が国の世界最先端の知財システム
が各国で準拠されるスタンダードとなるよう浸透を図ること。

日本再興戦略

○新興国を含めたグローバルな権利保護・取得の支援
アジア新興国への人材派遣・研修受入れを強化するとともに特許審査ハイウェイ（他国で特許となった出願

を、早期に審査する制度）の対象国を拡充する。

知的財産制度を確立することは貿易・投資環境の改善につながり、途上国で事業活
動を行う我が国企業のビジネスコストを引き下げるだけでなく、直接投資の拡大を促
進するという観点からも、途上国の発展に寄与。

途上国における知的財産制度の整備を促し、知的創造サイクルの確立に向けた取
組を支援することは、途上国経済自体の自律的な発展を促し、世界経済の持続的な
発展に寄与。

知的財産制度整備支援の必要性

○知財システムのグローバル展開に向けた基盤整備

アジア新興国などの知財インフラ整備を進めるため、アジア新興国などに影響力を有するＷＩＰＯとも密に連
携し、ＷＩＰＯジャパン・ファンド事業などを通じた人材育成支援、専門家派遣や各国知的財産庁の情報化支援を
一層積極的に推進する。

ビジネスインフラとしての知的財産制度の整備支援
－ 活動報告 －

2014年1月24日
特許庁国際協力課地域協力室

第15回法整備支援連絡会
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（参考）ミャンマーにおける知財制度整備支援プロセス

短
期

長
期

現地プロジェクト
チーム

(政策ブレーン)

Plan 知財制度基盤整備

自立的な知財制度の確立

ミャンマー知的財産
制度整備支援検討

チーム(JPO)
・法案等検討WG
・業務フロー検討WG
・人材育成WG

知財制度の浸透

Check

ミャンマー知財ロードマップ(案)

- 知財庁の設立
弁理士団体の設立
- 普及啓発活動

-知財活動サイクル
の推進(中小企業、
大学、裁判所、税
関)

-知財活動のさらな
る円滑化

JICA

Do

自立的な発展

Do

Do

Plan

Check

現地政府関係者
との対話 、現地
セミナー等

技術協力協力

Act

Plan

Act

知財制度整備に向けた取組

・政策ブレーンの成熟
・実施体制の確立

10

「ミャンマー知的財産制度整備支援チーム」の設置

我が国の知的財産制度や特許庁に関するノウハウをミャンマーに提供し、我が国に
とって親和性の高いミャンマー知的財産制度を早期に確立させるための方策を議論
する「ミャンマー知的財産制度整備支援チーム」を設置し、我が国企業のミャンマー進
出を推進する。

ミャンマー知的財産制度支援チーム

法案等検討WG 業務フロー・IT検討WG 知財戦略WG

ミャンマー知財法案、細則
案についての助言・提案、
今後のPCTやマドリッドプ

ロトコル、ハーグ協定と
いった条約への加盟に向
けた助言・提案など。

今後設置が予定されるミャン
マー知的財産庁（仮称）の業
務フローや組織構成、業務に
必要なITインフラについての
助言・提案など。

ミャンマー政府が検討して
いる知財ロードマップや、
今後設置が予定されるミャ
ンマー知的財産庁（仮称）
での研修プログラムについ
ての助言・提案など。

9

二国間協力：ミャンマー

 ミャンマーの産業財産権法及び規則案に対するコメントをミャンマーの担当
機関に提供。

 ＷＩＰＯと協力して、ミャンマーからの訪問調査団を受入。

 ミャンマーにおける知財庁の設立及び発展等のための専門家派遣の可能
性を検討。

 ミャンマーの知財庁の設立及び発展のため、６ヶ月の長期研修生を招へい
するなど、ミャンマーの関係者を招へいして研修を実施。

 日本国特許庁の産業財産権に関する審査の運用マニュアル及びその他の
資料を英訳してミャンマーの担当機関に提供。

 ミャンマーの担当機関に特許の審査官等を派遣し、審査業務に関するアド
バイスを実施。

 ミャンマー等において産業財産権に関するセミナーを開催。

ミャンマーは、特許法、意匠法、商標法、著作権法等の知的財産権法制定と知的財産
庁設立を検討しているが、知的財産権法制度の整備や審査官等の職員の人材育成等
に課題がある。

２０１３年２月に、首都ネーピードーにて、日本国特許庁長官とミャンマー科学技術省大
臣との間で会合を行い、ミャンマーにおける知的財産システムの構築に向けた日本と
ミャンマー間の協力が進展。

8

（参考）途上国協力の実績

国名

研修生

受入れ

専門家

派遣

中国 710 35

インドネシア 561 96

タイ 489 90

ベトナム 453 83

フィリピン 402 46

マレーシア 372 38

インド 205 14

ラオス 63 10

カンボジア 66 7

ミャンマー 36 0

その他 630 96

合計l 3,987 515

○1996～2012年度の研修生受入・専門家派遣総数

国名 出願事務 検索 情報発信 電子出願

タイ ○ ○ ○

インドネシア ○ ○

フィリピン ○ ○

ベトナム ○ ○ ○ ○

マレーシア ○ ○

○各国への情報化協力

7

研修生3,987名、63ヶ国 / 4 地域より受け入れ

専門家515名 を32ヶ国 / 1 地域へ派遣

研修修了生を対象として、毎年3～4ヶ国にてフォローアップセミナーを開催

ASEAN主要各国への情報化協力

特許庁における途上国人材育成の経時的概観

１．TRIPS協定履行期限に向けた制度整備段階 (1996年～1999年)

– 1996年、「1000人研修」の取組開始。

２．TRIPS協定履行担保のための制度運用向上段階 (2000年～2008年)

– 2000年1月1日、開発途上国のTRIPS協定履行期限。

３．新興国が国際的知財制度の一翼を担う時代への対応段階 (2009年～)

– ブラジル国家産業財産庁 (INPI)、インド特許庁の特許協力条約 (PCT)国際
調査機関 (ISA)、国際予備審査機関 (IPEA) 指定 (2007年のWIPO加盟国総
会)。

6
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・最高意思決定機関

・加入国の税関当局の最高責任者で構成

政策委員会

・主要政策課題を検討

・我が国を含む30か国で構成

財政委員会

各技術委員会等 ・財政事項の検討

・我が国を含む17か国で構成

主な機構

事務局組織

総 会

WCO（World Customs Organization：世界税関機構）

事務総局長

御厨邦雄（日本）
2009年１月～2018年12月

事務総局次長

セルヒオ・ムヒカ（チリ）
2010年１月～2014年12月

監視・手続局長

朱 高章（中国）

2011年１月～2015年12月

キャパシティビルディング局長

エリック・キーク（南アフリカ）

2011年１月～2015年12月

関税・貿易局長

ジュゼッペ・ファボレ（イタリア）

2012年１月～2016年12月

世界179か国・地域からなる税関関連の唯一の国際機関。1952年に設立（日本は1964年に加入）。

関税制度の調和・統一及び税関行政の国際協力の推進により国際貿易の発展に貢献することを目的。

事務局本部はベルギーのブリュッセル。

（2014年1月1日現在）

5

専門家派遣実施実績

～24年度までの実績は延べ1,419名、昨年度は27か国へ191名を派遣～

分野例

 分類

 関税評価

 事後調査

 リスク管理

 知的財産

 原産地規則

 通関システム

等

4

研修員受入実績

分野例

 分類

 関税評価

 事後調査

 リスク管理

 税関相談官制度

 貿易円滑化

等

～24年度までの実績は延べ5,198名、昨年度は71か国316名を受入～

3

予算規模(2013年（平成25年度）） : 5.5億円

○ 関税局二国間援助経費 : 1.6億円

○ ＷＣＯ関税協力基金（ＣＣＦ）への拠出金 ：2.3億円

○ ＷＣＯ模倣品・海賊版対策拠出金 ：1.4億円

(2008年度から開始）

○ ＡＰＥＣ事務局への拠出金 ：0.2億円

二国間援助経費

関税協力理事会拠出金

関税技術協力の予算規模と実績

実績（H24年度）予算規模

＜二国間の支援＞

政府開発援助の一環として、主に開発途上国税関当局から
の要請を受けて、研修員受入、専門家派遣、ハイレベルな
政策対話を実施

＜国際機関を通じた支援＞

主としてＷＣＯ関税協力基金（ＣＣＦ）への我が国の任意拠
出金を活用して、開発途上国メンバーに対する地域・国別セ
ミナー、ワークショップ等を実施

１．平成24年度実績
本邦受入研修(人数)：183名
専門家派遣(人数)：161名
2．概要

我が国と経済的に緊密なＡＳＥＡＮ（ブルネイ、シンガポール以外）、ＴＩＣ
ＡＤV（第5回アフリカ開発会議）の成果（ＯＳＢＰ支援を規定)への対応と
して、アフリカ地域に重点を置きつつ、支援を実施。

１．平成24年度実績
本邦受入研修(人数)：133名
専門家派遣(人数)：30名
2．概要

アジア大洋州地域を中心に国際標準に即した制度の整備、実施に向
けた支援の実施。また、IPR分野に特化した支援を地域に限定せず実
施するため、20年度から「模造品・海賊版拡散防止のための拠出金」を
拠出。

2

我が国関税局・税関独自の支援（技術協力）
• WCO国際標準の具体的な実施に向けた支援

• 我が国税関の経験とノウハウを提供

⇒受入研修、短期専門家派遣

WCOを通じた支援（多国間援助）
• 国際標準、ベスト・プラクティスの導入・普及の促進

⇒セミナー・ワークショップへの専門家派遣

人材育成プログラム 等

JICAを通じた支援（技術協力、無償資金協力）
• 外交ルートを通じた支援要請に基づく支援を実施

⇒受入研修、長期・短期専門家派遣、機材供与 等

関税技術協力の実施形態

1

関税技術協力について

平成２６年１月２４日

関税局参事官室（国際協力担当）
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技術協力は一方通行ではなく、相手国と我が国の双方にメ
リットがあるもの

関税技術協力の位置づけ

〈参考〉財務省の政策目標

政策目標６－２－４ 知的支援

 開発途上国が持続的な発展を進めるためには、適切な制度の構築が必要。

 開発途上国と我が国が貿易投資等の経済関係や、密輸阻止及びテロ防止
等の協力関係を深める前提として、相手国当局の能力強化が重要。

 この観点から、税関分野の制度構築・整備、執行改善・能力強化を支援し、
協力関係を強化。

11

・物流の効率的な処理による、当該地域の貿易拡大・経済成長への貢献
・ASEANにおける通関・貿易コスト削減による日本企業の海外展開促進

2011年7月 NACCS型システムの導入と、通関手続
・制度の見直し、人材育成を合わせた
包括的パッケージについて、両国税関
当局間で基本的に合意

NACCS型システムの海外展開

2012年3月 無償資金協力（26.61億円）の交換公文
署名

2012年4月 本格的な開発作業の開始

2014年春 運用開始予定

2013年7月 NACCS型システムの導入と、通関手続
・制度の見直し、人材育成を合わせた
包括的パッケージについて、両国税関
当局間で基本的に合意

2013年8月 ミャンマー政府より無償資金協力の
要請書が接到

・世界の成長センターであるアジア地域における貿易の急激な増大

・ASEAN自身の目標として、2015年までの域内全体のシングルウィンドウ化

・我が国企業の、ASEAN地域におけるサプライチェーンの高度化・緻密化

ASEAN各国の課題として通関システムの近代化

ソフトウェアの詳細設計、
ハードウェア調達等

総合運転試験等

ベトナム ミャンマー

世界最先端のNACCS型システムをアジア地域へ展開

2012年 ミャンマー税関よりNACCS型システム
導入に関心がある旨表明

10

アジアにおける貿易円滑化

各国税関行政の実情やニーズに応じて我が国から税関分
野における技術協力を実施。

STAGE3
STAGE2

STAGE1

○ 基本的な税関関連手続・制度である関税分類、関税評価、事後調査から、よ
り先進的なリスク管理、通関システム、AEO制度等まで、ASEAN各国の税関手
続の近代化を図り、アジアにおいて切れ目のない物流を実現する。

○ 日本税関は、JICA、WCO、ADBと共同し、ASEAN各国毎に包括的な「複数
年支援計画」を策定、実施。

● WTO,WCOへの加盟支援

● HS条約に基づく関税率表

● WTO関税評価の採用

● 事後調査制度の導入

● TRS（通関所要時間調査）の実施

● リスク管理制度の導入

● 電子的な通関システムの導入

● 効率的な国境管理

● AEO制度の導入と相互承認

● シングルウィンドウの構築と国際
的なシステム連携

発展的内容へ

基礎的内容から 9

ｹﾆｱ

政策アドバイザー １名
（税関機能・情報管理強化）
2011.7 - 2014.7

通関電子化促進プロジェクト ２名
2012.4 - 2015.4

政策アドバイザー １名
（関税政策、税関行政）
2013.9 - 2015.9

貿易行政手続能力向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ １名
2013.11 - 2015.11

政策アドバイザー １名
（税関近代化）
2013.1 - 2015.1

政策アドバイザー １名
（貿易促進のための税関政策）
2011.7 - 2014.7

関税評価及び関税分類における透明性
及び予見性向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ２名
2012.10 - 2015.10

政策アドバイザー １名

（ガバナンス強化と貿易環境整備）
2013.11 - 2015.11

我が国税関出身のJICA長期専門家の現状

ﾐｬﾝﾏｰ ﾗｵｽ

ﾀｲ

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

ﾍﾞﾄﾅﾑ

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

ﾏﾚｰｼｱ

政策アドバイザー（税関能力向上） ２名
対象国(ﾍﾞﾅﾝ、ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ、ｺｰﾄｼﾞﾎﾞｱｰﾙ、
ﾏﾘ、ﾆｼﾞｪｰﾙ、ｾﾈｶﾞﾙ、ﾄｰｺﾞ、ｷﾞﾆｱﾋﾞｻﾞｳ)

2012.10 - 2014.10

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

東部アフリカ地域税関能力向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ２名
対象国(ｹﾆｱ、ﾀﾝｻﾞﾆｱ、ｳｶﾞﾝﾀﾞ、ﾙﾜﾝﾀﾞ、ﾌﾞﾙﾝｼﾞ) 
2013.8 - 2017.8

2013年11月現在 10ヶ国14名
8

外交ルートを通じた支援要請に基づき、支援を実施

 受入研修

- 集団研修（税関行政セミナー）
- JICA技術協力プログラム（国別集団研修、 カウンターパート研修)

 専門家派遣
- 長期派遣専門家（派遣期間1年以上、現在10ケ国に14名を派遣中）
- 短期派遣専門家（要請に応じてその都度）

 機材供与

- 分析機器など

JICAプログラムの実施形態

7

WCO主催のセミナー、ワークショップ、診断ミッション等に
専門家を派遣

※ アジア大洋州地域の事業実施は、WCOキャパシティ・ビルディングアジア大
洋州地域事務所（ROCB A/P、2004年9月にバンコクに設立）が担当

人材育成プログラムの実施にあたり参加者を受入

フェローシップ・プログラム

キャリアディベロップメント・プログラム

留学生制度（政策研究大学院大学、青山学院大学）

WCO事務局等にテクニカル・アタッシェを派遣

WCOを通じた国際協力

6
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途上国の税関近代化支援に係る政府全体の方針（抜粋）

① 「好循環実現のための経済対策」（平成25年12月5日閣議決定）

１．競争力強化のための投資促進、イノベーション創出等
（３）海外展開の推進

・税関分野の技術支援等を通じた、途上国税関における貿易円滑化による日系企業支援

③ 「インフラシステム輸出戦略」（平成25年5月17日第４回経済協力インフラ会議）

第２章 具体的施策
（２）経済協力の戦略的展開（政策支援ツールの有効活用）

②技術協力・無償資金協力の活用

・無償資金協力や技術協力を活用した途上国側の開発計画の策定や、専門家派遣・各種研修
等を通じた日系企業のビジネス環境の整備、インフラの海外展開支援＜外務省、経済産業省、
財務省＞
・ＪＩＣＡによる開発計画調査、官民連携による現地産業人材に対する受入研修、専門家派遣に
よる日系企業の海外展開支援＜経済産業省、財務省、ＪＩＣＡ＞

第３章 地域別取組方針
１．ＡＳＥＡＮ地域 ＜現在の取組状況＞

・2015年のASEAN共同体構築に向け、物理面、制度面及び人的交流面での地域の連結性強化
に関するインフラシステム支援を推進。特に、～（中略）～、域内の貿易円滑化に資する通関シス
テムの構築支援（これに係る技術協力も含む）、～（中略）～に基づく支援が重要。

② 「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年6月14日閣議決定）

第Ⅱ．３つのアクションプラン
二．戦略市場創造プラン

テーマ３：安全・便利で経済的な次世代インフラの構築

・アジア諸国において、我が国の総合的物流情報プラットフォームシステムであるNACCSの導入
を目指す。国内においては、本年10 月までにまずは各種電子手続きをNACCSに統合する等、貿
易関連手続等の迅速化、ペーパーレス化を促進する。併せて、必要に応じ港湾の利用時間の延
長（港湾のゲートオープン・税関の24 時間化等）を推進する。

12
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ラオス弁護士会プロジェクト報告

 ラオスでの弁護士の不足と人々の司法に対する極端なアクセ
ス障害

 2012年９月『ラオスにおける市民の司法アクセスの諸問題と解
決提言』をテーマとする国際会議を開催

 2013年度は相談技法の研修・法律相談会支援（2014年3月）

 人権が実質的に保障されるためには、人々が法により賦与さ
れた権利を知り、かつその権利を行使するための環境が整って
いることが必要である。司法アクセス問題の解消は、市民の人
権保障のための重要な課題であると同時に、人々が市民として
育成されるためにも必要なのである。

 国際交流基金、東芝財団からのファンド支援

カンボジア王国弁護士会プロジェクト報告

 2007年2月合意書議事録（Record of Discussions）にしたがって、
独立行政法人国際協力機構（「JICA」）の技術協力プロジェクト
として、2007年6月から2009年6月まで実施された。開発パート
ナー事業の後継プロジェクト。その終了後、日弁連による草の
根支援

 ２０１３年度は、①弁護士養成校での講義、②弁護士ハンドブッ
クの改訂を実施している。

 日弁連の国際司法支援活動基金によるファンド利用

市民社会の形成及び強化に対する支援
市民社会と弁護士

 弁護士は、非政府・非経済社会で仕事をしている。勿論、政府や企業の仕事をしてい
る弁護士は政府や経済社会に関わっているが、多くの弁護士は刑事事件や個人の
民事事件を扱い、非政府・非経済社会との関係が深い。

 弁護士は、政治犯を含めた刑事事件を典型として、人々の基本的人権、特に政府に
対する批判的な人々の権利、の擁護に従事する職業であり、いわば政府や経済社
会に対する抑制的かつ監督的な機能を有する市民社会の守り手としての役割を期
待されている。

 弁護士は、統治機構の中の司法の一翼を担い、公正な裁判の実現に奉仕する役割
を期待されている。特に、裁判官・検察官という官側の司法関係者と異なり、民間の
立場でこの機能を有していることに意味がある。

 弁護士は、法学教育を含めて高度の教育を受けた知識層として、自ら政府や経済社
会に対する抑制的かつ監督的な作用を自立的に行使することができる市民である。
また、その結果、他の人々を啓蒙、教育して、市民として育成する役割も期待されて
いる。

 弁護士の団体である弁護士会は、そのような弁護士を組織し、その活動を支えるとと
もに、個々の弁護士が政府から迫害されるなどした場合に、それを守る主体として機
能する。

 弁護士は、弁護士会だけではなく様々な人権団体、NGOで働いており、そうした組織
された市民団体の中核を担っている。

市民社会の形成及び強化に対する支援
アジアにおける市民社会

 市民社会が政府や経済社会に対する抑制的かつ監督的な作用を自立
的に行使することで、国家のグッドガバナンス（良い統治）が実現するこ
とに鑑みれば、アジアでの市民社会の形成・強化は、アジア諸国のグッ
ドガバナンス（良い統治）の実現に向けて喫緊の課題ということになる。

 アジアにおける市民社会形成の問題点
 アジアでは、西欧のような市民革命の歴史がなく、それに理論的な根拠を

提供する哲学や政治学が発展してこなかった。
 アジア諸国では、植民地支配が長く続き、その後も社会主義や王族・特権

階級による支配構造がそれを引き継いだ結果、参政権をはじめとする権
利が人々に十分に保障されてこなかった。

 社会において教育や啓蒙活動が十分に行われず、通常は都市部で最初
の市民として認知される知識層が脆弱であり、地方部ではその傾向はさ
らに顕著である。

 非政府組織（NGO）の活動に対する政府の介入があり、また資金的にも
海外からのドナーに頼る以外安定しない。

 その結果、人々が政府に迎合的となり、強力な批判勢力となり得ない。

日弁連の２０１３年度活動歴

◆本邦研修（ＪＩＣＡからの委託研修）
ベトナム国別研修「弁護士実務」
モンゴル国別研修「調停実務」
◆ラオス司法アクセスプロジェクト
ラオス司法アクセス会議及び移動法律相談
◆カンボジア弁護士会プロジェクト
弁護士養成校での講義
弁護士ハンドブック作成支援
◆アジア司法アクセスネットワーク会議
於プノンペン
◆ＩＬＡＣ会議
於プラハ
◆国際司法支援セミナー

日本弁護士連合会国際交流委員会
委員長 矢吹 公敏

平成２６年１月２４日
法整備支援連絡会

日本弁護士連合会の国際司法支援
活動報告（２０１３年度）
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アジア司法アクセス会議プロジェクト報告（２）

 この会議は、アジアの多くの弁護士会が参加して、各国
の法律扶助制度、過疎地域の司法アクセス問題、汚職
などの司法アクセスを阻害するその他の要因、調停など
の司法以外の主催者による紛争解決手続などの論点に
ついて意見交換や討議をするもので、アジア各国の経
験交流の場となっている。この会議での情報・意見交換
を通じて、各国の弁護士の司法アクセスに対する認識を
共有し、相互に協力して各国制度の改善に取り組もうと
いうものである。

 この会議により、アジアの弁護士の司法アクセスに対
する認識を高め、さらに各国の人々に裨益し、市民とし
ての認識を高めることが目標である。司法アクセスへの
取組みは、市民社会形成の努力でもある。

アジア司法アクセス会議プロジェクト報告

 2008年10月に、マレーシア弁護士会との共催で、マレーシア
のクアラルンプールで、アジア途上国から弁護士を招聘して、
「司法アクセスと弁護士会の役割」に関する国際会議を開催。

 日弁連英文ホームページに、各国の司法アクセスに関する
資料を掲載。

 2010年にブリスベンで第2回の「司法アクセスと弁護士会の役
割」に関する国際会議開催。

 2011年には東京でJICAの枠組みでアジア司法アクセス会議
を開催。

 2014年2月にプノンペンで第３回の「司法アクセスと弁護士会
の役割」に関する国際会議を開催する予定。
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5

調査スケジュール

• 経済・投資・貿易動向
• 法・司法制度
• ビジネス法制度・
運用状況

• 民間セクターにとっての
課題法令（ロングリスト）

• 詳細分析のための課題
法令の選択 (ショートリスト)

• 問題分析
• 代替案分析
• インパクト分析

• 短期的改善案策定
• 中長期的改善案策定
• 現地・本邦セミナー開催

【Inception Report】 【 Interim Report 】 【 Final Report 】

2013年8～10月 13年11月～14年12月 2014年1～3月

情報収集・
市場ニーズ調査

課題法制度の選択・
詳細分析

改善策策定

4

調査の目的

本調査は、上記の背景を踏まえ、以下を目的として当該調査対

象3カ国の経済関連法制度に関連したビジネス環境整備に資

する情報を収集・調査・分析し、課題を整理する。

① 比較的短期的な課題については、具体的な改善提案を取り纏
めて相手国関係機関に提言を行うことで、当該国において企
業が直面する法制度上の課題の解決を促進し、当該国におけ
るビジネス環境整備を支援すること。

② 中長期的な課題については、将来のJICAの案件形成の検討
に資すること。

③ 本調査を通じて収集した情報を広く本邦の民間セクターや経
済団体に共有することを通じて、日本企業の当該調査対象国
等の新興国への海外進出促進の支援をすること。

3

調査実施体制

バングラデシュ
政府・民間

ミャンマー
政府・民間

カンボジア
政府・民間

コンサルテーション

バングラデシュ
法律事務所

ミャンマー
法律事務所

カンボジア
法律事務所

JICA 日系企業MURC KRI MHM

ＪＶ コンサルタントチーム**

支援

コンサルテーション コンサルテーション

** MURC : Mitsubishi UFJ Research and Consulting Co.,Ltd
KRI      : KRI International Corp.
MHM   : Mori Hamada & Matsumoto Law Firm

調査対象国のマクロ経済環境

出所：UNCTAD, World Investment Report (2013) 

２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

ミャンマー 35位（1） 20位（5） 19位（7） 10位(51) 

カンボジア － 24位（4） 16位（8) 17位(13）

バングラデ

シュ
28位（2） 15位（8) 16位（8) 19位(10）

出所：JBIC「日系製造企業の海外展開に係るアンケート調査」

各国版を元にJICA調査団作成

注）括弧内は、当該国を選択した企業数

調査対象3カ国の中期的な海外展開有望国ランキングの推移

1

目次

１．調査対象国のマクロビジネス環境

２．調査の概要

３．調査対象国の優先的ビジネス環境課題と改善の方向性

４．今後の支援にむけて

アジア地域ビジネス環境整備促進のための法制度
情報収集・確認調査

第15回法整備支援連絡会資料

2014年1月24日

アジア地域ビジネス環境整備促進のための法制度
情報収集・確認調査共同企業体

128



 投資関連サービス改善に係る提言

実情に即した投資認可・支援サービスの体制の確立

 税務手続き改善に係る提言

－税務登録の改善

－税務に関する法令の開示・コンサルテーション

－延滞税の課税に対する基準の設定

－免税配当金に対する配当金課税の廃止

－VAT課税に対する還付加算金制度の導入

－土地リースを税法57条の非課税品（Non Taxable Supplies） に加える

 貿易円滑化に係る提言

－事前教示制度（関税率・関税評価・原産地）の導入およびサービス体制の確立

－通関業および通関士に係る既存の法令の修正に係る提案

－輸出畜産物・輸出農産物の検査・手続きの改善

改善の方向性（カンボジア）調査対象国の優先的ビジネス課題（カンボジア）

大分類 中分類 課題

投資
適格投資プロジェク

ト (QIP)

1) ワンストップ・サービスの機能強化

税制・会計

税務登録 2)  QIPと税務登録との不一致

事前教示制度 3)  税制に関する事前教示制度の導入

税務調査 4)  担当者が変わった際の税務調査の遡及実施

配当金課税 5)  免税期間中の配当金送金にかかる20%の源泉税

ＶＡＴ 6)  輸出型QIPの国内調達原材料に対しVATが課税

土地リースに関する
VAT 

7)  土地リースに掛かるVATの解釈と投資政策が不一致

貿易・物流

事前教示制度 8)  関税評価、および原産地に関する事前教示制度の確立

通関業法 9)  通関業法の整備・通関士の育成

輸出畜産物 10) 輸出畜産物検査制度・体制の整備

輸出農産物 11) 輸出農産物検査制度・体制の整備

労働 労働許可 12) 労働許可期間の延長（1年→3年）

インフラ 建設許可 13) 建築基準法の整備

 外資参入要件の明確化、投資にかかる予見可能性の改善

MICの投資認可、建設業参入にかかる投資認可について、認可基準及び詳細な要件が不明確。MICの裁量が大きく投資家の予見可能

性が低い。投資家にわかりやすく規定を明確化し、投資家の予見可能性を高めることが必要。また、「トレーディング」にかかる営業許可

は外国企業の基本的な経済活動であるだけでなく、地場企業への海外市場へのアクセスを促進するメリットもあるため措置の緩和が急務。

 投資家への法令情報提供、ワンストップサービス及び会社設立手続きの改善

外資企業が現地法人等を設立する際、ビジネス関連法令を一元的に入手することが困難。また、DICAのワンストップサービス機能が不

十分なうえ、DICAにおける会社設立手続きに時間とコストがかかる。また、事業開始後も送金手続やビザ発給手続きが煩雑。これらの手

続きは外国投資家のビジネスコストを顕著に高めているため、投資家への法令情報提供の一元化、ワンストップサービス機能の強化、会

社手続きの効率化が必要。

 貿易手続きの円滑化のための法制度（保税制度・輸出入ライセンス）

ＡＥＣ加入のためにはアセアン域内外との輸出入取引にかかる貿易手続きの円滑化による物流コストの軽減による競争力向上が急務。

特に貿易振興のためには、通関の効率化と税制インセンティブを伴う保税制度の確立が必要。ミ国においては日本のNACCSシステムの

導入が予定されているために、保税制度の整備も同時に行っていく必要がある。また、輸出入ライセンスについては、中期的には他のＡＳ

ＥＡＮ諸国のように、現在のライセンスを必要としない品目規制から必要とする品目規制に制度そのもののあり方を変えていく必要がある。

さらに、上述のように外資系企業はトレーディング業者としての輸出入業者登録ができないことがミ国の貿易拡大のための障害となってい

る。

 税制度の近代化

ミャンマーに進出した外国企業が事業を安定的に行い、かつ、事業を拡大するために、法人税等の税務行政の近代化、効率的な監査制

度の実施のための税務行政官・会計士の育成が必要。効率的な税務行政の実現は財政上の重要な問題でもある。

 インフラ整備のための法制度（特定JV法の整備）

ミャンマーは電力を始めとするインフラの整備が遅れているが、今後継続的な貿易・投資の拡大のためには、高度な技術を有する日系を

始めとする外資系の建設会社が大型プロジェクトの請負を行うためには「特定ＪＶ」を結成することが国際慣習であるが、同制度が未整備

であり、早期に制度構築が求められる

改善の方向性（ミャンマー）調査対象国の優先的ビジネス課題（ミャンマー）

大分類 中分類 課題

投資

参入障壁

1) 「トレーディング」ビジネスにかかる参入障壁
2) 建設業への参入障壁
3) MICによる投資許可基準及び要件が不明確

投資家サービス
4)  法令情報の一元化と周知
5)  ワンストップサービスの機能向上

会社法・
営業許可

会社設立手続き 6)  営業許可及び会社登記手続きの煩雑性

税制・会計
法人税

7)  外国企業支店に対する「居住法人（Resident）」税率の未適用（法人税率
の内外差別

8)  自己申告制への移行

商業税 9)  付加価値税制度への移行

金融・外為 利益配当送金 10)  配当金・ローン返済にかかる事前のMIC認可

貿易・物流
輸出入ライセンス 11)  輸出入ライセンス品目の緩和及び輸入ライセンスの有効期限

保税制度 12)  保税制度の導入

労働 査証及び労働許可 13)  査証発給基準、ルールの政府内での不統一性、手続きの非効率性

インフラ 建設 14)  特定JV

進出のステージにおいて生じる課題の整理

雇用・労
働

輸出入投資認可
会社設
立

資金調
達・送金

参入障壁

手続の透明性

土地の購入・賃貸

投資家サービス

会社登記手続き

公開・上場の義務

外貨借入規制

送金規制（利益・ロイ

ヤリティ・サービス）

外国人査証・労働許
可

 現地人雇用義務

労働争議

輸出入ライセンス

通関手続き

関税評価

保税制度

仕入・製造
販売・物
流

法人税
支払

商業税・ＶＡＴ

物流インフラ

ユーティリティ

売上税・ＶＡＴ

物流インフラ

税制の透明性

自己申告制度

税務サービス

6

法令分析のプロセス

法令マッピング

課題の背景・詳細分析
詳細分析対象
法令選択

(ショートリスト）

課題法令のリスト
アップ

(ロングリスト)

短期的・中長期的
改善策策定
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今後の支援に向けて

 法令公布前の民間セクターとの対話・コンサルテーション体制の強化

 法令公布前における重要ビジネス法令の民間セクターへのインパクト分析

 法令情報の一元化・英語による周知体制の強化

 外国投資窓口機関の投資認可・オペレーションに係るワンストップ・サービスの

機能強化

 税務行政制度近代化・税務サービス向上（自己申告制度、事前教示制度、税務

調査等）

 貿易行政手続円滑化（輸出入ライセンス簡素化、関税事前教示、関税評価、保

税機能拡充等）

 インフラ整備のための法整備（ＰＰＰ法、特定ＪＶ等）

今後3カ国へのビジネス環境改善支援のためには以下を検討する必要がある。

改善の方向性（バングラデシュ）

 外資規制・外資の参入条件の明確化

バングラデシュ政府は、同国への外国投資に係る基礎的情報（外資規制・外資の参入制度）を十分に整備し、正確に対外発信すると共に、

規制緩和や諸改革を進めていることを外資系企業に確信させるよう努めることが重要。

 BOIのワンストップ・サービス機能の強化

BOIが名実ともに投資のワンストップ・サービス機能を十分に果たしていくことは、行政手続の効率化を図り、外資系企業のビジネスコスト

を削減する上で非常に重要。そのためにはBOIの組織能力・機能強化を図っていく必要がある。

 国際的な商慣習に反する非合理的な規制の撤廃

「バングラデシュ証券取引委員会（BSEC）の許認可問題（資本金1億タカ超、4億タカ超、5億タカ超に係る規制）」や「商品の販売価格登

録額に基づくVATの計算」など国際的な商慣習に反してビジネス活動の自由度を不当に制約する規制は撤廃するべきである。

 資金の流れ（外貨借入・外貨送金）に係る規制の緩和

「ワーキングキャピタル用途の外貨借入不可」や「貿易外取引（サービス・フィー等）の外貨送金規制」など資金の流れを制約する規制は、

外国投資家のビジネス展開の予見性や機動性を阻害するものである。業種、業務内容、ビジネス展開時期等に応じた柔軟な対応が求め

られる。

 内需と外需のバランスのとれた発展を目指したビジネス環境整備

「保税制度の厳格な適用規制（国内販売割合）」は、輸出志向型の企業が同時に内需用に製造・販売を行うビジネスチャンスを妨げるもの

である。本件の改革を進めるためには、内需型国内産業への技術移転やスキルの底上げ等を通じたwin-win関係の構築が重要な鍵とな

ろう。

 人材育成（技術・スキルの発展）を目指したインセンティブシステムの推進

バングラデシュの競争力強化を図るためには、その基盤となる技術やスキルの開発・強化を念頭に置いた、技術移転、人材育成の促進が

重要。上述のwin-win関係の構築を図るためにも、外資系企業向けのインセンティブシステムの導入・推進が求められる。

調査対象国の優先的ビジネス課題（バングラデシュ）

大分類 中分類 課題

外国投資

投資規制

1) 外資の規制業種（サービス産業等）の参入条件が不透明
2) 縫製業に係る運用面の実質的な参入障壁（BGMEA）による保税加工必

要書類（UD）の発行）

投資家へのサービス
3)  関連法令の一元的な管理による英文での周知の必要性
4)  ワンストップ・サービスの強化・拡充

土地の登記制度 5)  複雑で把握困難な土地の権利関係

会社法・営業許可 会社設立
6)  バングラデシュ証券取引委員会（BSEC）の許認可問題（資本金1億タカ超

、4億タカ超、5億タカ超にかかる規制）

税務 VAT 7)  商品の販売価格登録額に基づくVATの計算

金融・為替
外貨借入 8)  ワーキングキャピタル用途の外貨借入不可

送金規制 9)  貿易外取引（サービス・フィー等）の外貨送金規制

貿易・物流
保税制度 10) 保税制度の適用規制が厳しい（国内販売割合）

関税 11) 関税評価のための基準価格が実際の取引価格より高く算定される

労働

査証・就労許可
12) 投資企業関係者（家族を含む）の査証・就労許可書に係る基準が不明確

で手続が遅延

雇用
13) 商業分野では外国人駐在員1名に対して、ローカル・スタッフ5名、製造分

野では同20名の雇用が投資審査基準

インフラ PPP 14) PPP法の整備

130



証券取引所プロジェクト成功に向けて

ミャンマー中央銀行・東京証券取引所・大和総研のMOU調印式

（2012年5月29日）

ウィンシェイン財務大臣・セットアウン国家計画経済開発副大臣・

タンニェイン中銀総裁の東証見学

（2012年10月12日）

6

証券取引所設立に必要なもの

SEC

取引所

証券取引法

証券会社

中核
投資家上場会社

資本市場

① ミャンマーの資本市場を管轄するのは従来ミャ
ンマー中央銀行（CBM）だったが、2013年7月
にCBMが財務省から独立し、財務省管轄に。

② 2014年に証券取引委員会（SEC）が設立され
れば、SEC管轄に変更見込み。

SEC

① SECが証券会社のライセンスを発行。

②ライセンスを取得した証券会社は投資家を開
拓する。

③証券会社はまた企業を上場させる役割も担う。

証券会社

① 取引所の運営ルール制定。

② ITシステムの導入。

証券取引所

5

ラオス・カンボジア・ミャンマーの証券取引所プロジェクト比較

ラオス カンボジア ミャンマー（計画）

証券取引所名 Lao Securities Exchange Cambodia Securities 
Exchange Yangon Stock Exchange

取引開始 2011年1月 2012年4月 2015年10月

組織形態 株式会社 株式会社 株式会社

株主構成
ラオス中銀51%

KRX 49%
カンボジア財経省55%

KRX 45%
ミャンマー政府

日本

上場企業数 3 1 未定

証券会社数 2 11 未定

4
出所：大和総研作成

3

ミャンマー証券取引所プロジェクトの歴史

1990年代 2000年代 2010年代

1993
大和総研（DIR）が証券市場
育成支援のMOUをミャン
マー政府と締結

2007 MSECが銀行1銘柄の株式店頭
売買を開始

2012.5
ミャンマー中央銀行（CBM）と東京証券取引
所（現日本取引所グループ）、DIRが取引所
設立支援のMOUを締結

1995 証券取引法草案作成をDIR
が支援

2008

ミャンマー政府が資本市場開発
委員会を設立

2012.8
CBMと財務省財務総合政策研究所が証券
法整備支援のMOUを締結、ワーキングルー
プ立ち上げ

1996
ミャンマー証券取引センター
（MSEC）設立 （DIR 50%、
ミャンマー経済銀行50%）

ミャンマー政府が資本市場開発
ロードマップを作成（2015年の
証券取引所開業目標） 2013.7

新ミャンマー中央銀行法成立

（CBMが財務省から独立）

1997 MSECが木材会社1銘柄の
株式店頭売買を開始

ミャンマー証券取引法成立

2014E
証券取引委員会（SEC）設立

証券取引所会社設立

2015.10E ヤンゴン証券取引所開業

証券取引所プロジェクトの始動から

アジア通貨危機による停滞期入りへ
テインセイン政権成立で経済改革路線へミャンマー銀行危機の発生(2003)

上：MSEC入口

左：MSECが入居するビル（ミャンマー経済銀行ヤンゴン）

Stock Exchange of 
Thailand (1974)

Ho Chi Minh Stock 
Exchange (2000)

Hanoi Stock 
Exchange (2005)

Lao Securities 
Exchange (2010)

Cambodia Securities 
Exchange (2011)

Bursa Malaysia 
(1964)

Philippine Stock 
Exchange (1927)

Indonesia Stock 
Exchange (1977)

Singapore Exchange 
(1973)

Tokyo Stock 
Exchange (1878)

Mongolian Stock 
Exchange (1991)

Hong Kong Exchanges 

and Clearing (1947)Myanmar 
(2015E)

Shenzhen Stock 
Exchange (1990)

Korea Exchange 
(1956)

Shanghai Stock 
Exchange (1990)

Taiwan Stock 
Exchange (1961)

アジアの証券取引所設立年

2出所：大和総研作成

CONFIDENTIAL

ミャンマー証券取引所プロジェクトについて

2014年1月24日

大和総研 アジア事業開発本部
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啓蒙活動 (2) 

第6回資本市場セミナー

（2013年10月25日、財総研・JPX・DIR共催、プロ向け）
DIR-ACE Technology社のバス

（取引所ITシステムをサポート）

第2回資本市場セミナー

（2012年11月1日、JPX・DIR共催、政府向け）

第5回資本市場セミナー

（2013年5月25日、JPX・DIR共催、一般向け）

10

啓蒙活動 (1)

コミック第一弾

（企業と株式）
コミック第二弾

（資本市場と資本主義）

9

DVDと提案書

ヤンゴン証券取引所の設計概要

（DVDと冊子）

東証の説明ビデオの

ミャンマー語版

ミャンマーで資本市場を成功させるための9つの鍵

（ミャンマー政府向け提案書）

8

ITシステム

ITシステムデモルーム

（証券会社店頭用の生体認証システム）

ITシステムデモルーム

（証券取引所システム）
データセンター

7
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